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こ
の
条
約
が
適
用
さ
れ
る
現
行
の
租
税
は
、
次
の
も
の
と
す
る
。

æ

ポ
ル
ト
ガ
ル
に
つ
い
て
は
、

ü

個
人
所
得
税

@

法
人
所
得
税

A

法
人
所
得
に
対
す
る
付
加
税

（
以
下
「
ポ
ル
ト
ガ
ル
の
租
税
」
と
い
う
。）

ç

日
本
国
に
つ
い
て
は
、

ü

所
得
税

@

法
人
税

A

復
興
特
別
所
得
税

B

復
興
特
別
法
人
税

C

住
民
税

（
以
下
「
日
本
国
の
租
税
」
と
い
う
。）

４

こ
の
条
約
は
、
現
行
の
租
税
に
加
え
て
又
は
こ
れ
に
代
わ
っ
て
こ
の
条
約
の
署
名
の
日
の
後
に
課
さ
れ
る
租
税
で

あ
っ
て
、
現
行
の
租
税
と
同
一
で
あ
る
も
の
又
は
実
質
的
に
類
似
す
る
も
の
に
つ
い
て
も
、
適
用
す
る
。
両
締
約
国

の
権
限
の
あ
る
当
局
は
、
各
締
約
国
の
租
税
に
関
す
る
法
令
に
つ
い
て
行
わ
れ
た
重
要
な
改
正
を
、
そ
の
改
正
後
の

妥
当
な
期
間
内
に
、
相
互
に
通
知
す
る
。

第
三
条

一
般
的
定
義

１

こ
の
条
約
の
適
用
上
、
文
脈
に
よ
り
別
に
解
釈
す
べ
き
場
合
を
除
く
ほ
か
、

æ

「
ポ
ル
ト
ガ
ル
」
と
は
、
地
理
的
意
味
で
用
い
る
場
合
に
は
、
国
際
法
及
び
ポ
ル
ト
ガ
ル
の
法
令
に
基
づ
く
ポ

ル
ト
ガ
ル
共
和
国
の
領
域
（
領
海
を
含
む
。）並
び
に
そ
の
領
海
の
外
側
に
隣
接
す
る
海
域
（
海
底
及
び
そ
の
下
を

含
む
。）で
あ
っ
て
、
ポ
ル
ト
ガ
ル
共
和
国
が
主
権
的
権
利
又
は
管
轄
権
を
行
使
す
る
も
の
を
い
う
。

ç

「
日
本
国
」
と
は
、
地
理
的
意
味
で
用
い
る
場
合
に
は
、
日
本
国
の
租
税
に
関
す
る
法
令
が
施
行
さ
れ
て
い
る

全
て
の
領
域
（
領
海
を
含
む
。）及
び
そ
の
領
域
の
外
側
に
位
置
す
る
区
域
で
あ
っ
て
、
日
本
国
が
国
際
法
に
基
づ

き
主
権
的
権
利
を
有
し
、
か
つ
、
日
本
国
の
租
税
に
関
す
る
法
令
が
施
行
さ
れ
て
い
る
全
て
の
区
域
（
海
底
及
び

そ
の
下
を
含
む
。）を
い
う
。

è

「
一
方
の
締
約
国
」
及
び
「
他
方
の
締
約
国
」
と
は
、
文
脈
に
よ
り
、
日
本
国
又
は
ポ
ル
ト
ガ
ル
を
い
う
。

é

「
租
税
」
と
は
、
文
脈
に
よ
り
、
日
本
国
の
租
税
又
は
ポ
ル
ト
ガ
ル
の
租
税
を
い
う
。

ê

「
者
」
に
は
、
個
人
、
法
人
及
び
法
人
以
外
の
団
体
を
含
む
。

ë

「
法
人
」
と
は
、
法
人
格
を
有
す
る
団
体
又
は
租
税
に
関
し
法
人
格
を
有
す
る
団
体
と
し
て
取
り
扱
わ
れ
る
団

体
を
い
う
。

ì

「
企
業
」
は
、
あ
ら
ゆ
る
事
業
の
遂
行
に
つ
い
て
用
い
る
。

í

「
一
方
の
締
約
国
の
企
業
」
及
び
「
他
方
の
締
約
国
の
企
業
」
と
は
、
そ
れ
ぞ
れ
一
方
の
締
約
国
の
居
住
者
が

営
む
企
業
及
び
他
方
の
締
約
国
の
居
住
者
が
営
む
企
業
を
い
う
。

î

「
国
際
運
輸
」
と
は
、
一
方
の
締
約
国
の
企
業
が
運
用
す
る
船
舶
又
は
航
空
機
に
よ
る
運
送
（
他
方
の
締
約
国

内
の
地
点
の
間
に
お
い
て
の
み
運
用
さ
れ
る
船
舶
又
は
航
空
機
に
よ
る
運
送
を
除
く
。）を
い
う
。

ï

「
国
民
」
と
は
、
次
の
者
を
い
う
。

ü

ポ
ル
ト
ガ
ル
に
つ
い
て
は
、
ポ
ル
ト
ガ
ル
の
国
籍
を
有
す
る
全
て
の
個
人
及
び
ポ
ル
ト
ガ
ル
に
お
い
て
施
行

さ
れ
て
い
る
法
令
に
よ
っ
て
そ
の
地
位
を
与
え
ら
れ
た
全
て
の
法
人
、
組
合
又
は
団
体

@

日
本
国
に
つ
い
て
は
、
日
本
国
の
国
籍
を
有
す
る
全
て
の
個
人
、
日
本
国
の
法
令
に
基
づ
い
て
設
立
さ
れ
、

又
は
組
織
さ
れ
た
全
て
の
法
人
及
び
法
人
格
を
有
し
な
い
が
日
本
国
の
租
税
に
関
し
日
本
国
の
法
令
に
基
づ
い

て
設
立
さ
れ
、
又
は
組
織
さ
れ
た
法
人
と
し
て
取
り
扱
わ
れ
る
全
て
の
団
体

ð

「
権
限
の
あ
る
当
局
」
と
は
、
次
の
者
を
い
う
。

ü

ポ
ル
ト
ガ
ル
に
つ
い
て
は
、
財
務
大
臣
、
税
制
局
長
又
は
権
限
を
与
え
ら
れ
た
こ
れ
ら
の
者
の
代
理
者

@

日
本
国
に
つ
い
て
は
、
財
務
大
臣
又
は
権
限
を
与
え
ら
れ
た
そ
の
代
理
者

ñ

「
事
業
」
に
は
、
自
由
職
業
そ
の
他
の
独
立
の
性
格
を
有
す
る
活
動
を
含
む
。

２

一
方
の
締
約
国
に
よ
る
こ
の
条
約
の
適
用
に
際
し
て
は
、
こ
の
条
約
に
お
い
て
定
義
さ
れ
て
い
な
い
用
語
は
、
文

脈
に
よ
り
別
に
解
釈
す
べ
き
場
合
を
除
く
ほ
か
、
こ
の
条
約
の
適
用
を
受
け
る
租
税
に
関
す
る
当
該
一
方
の
締
約
国

の
法
令
に
お
い
て
当
該
用
語
が
そ
の
適
用
の
時
点
で
有
す
る
意
義
を
有
す
る
も
の
と
す
る
。
当
該
一
方
の
締
約
国
に

お
い
て
適
用
さ
れ
る
租
税
に
関
す
る
法
令
に
お
け
る
当
該
用
語
の
意
義
は
、
当
該
一
方
の
締
約
国
の
他
の
法
令
に
お

け
る
当
該
用
語
の
意
義
に
優
先
す
る
も
の
と
す
る
。

政
令
第
二
百
十
二
号

健
康
増
進
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

内
閣
は
、
健
康
増
進
法
（
平
成
十
四
年
法
律
第
百
三
号
）
第
二
十
六
条
第
四
項
（
同
法
第
二
十
九
条
第
二
項
に
お
い

て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）の
規
定
に
基
づ
き
、
こ
の
政
令
を
制
定
す
る
。

健
康
増
進
法
施
行
令
（
平
成
十
四
年
政
令
第
三
百
六
十
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
三
条
第
二
号
中
「
十
七
万
二
千
円
」
を
「
八
十
万
円
を
超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
、
内
閣
総
理
大
臣
が
特
別
の

用
途
を
勘
案
し
て
定
め
る
区
分
ご
と
に
法
第
二
十
六
条
第
一
項
の
許
可
又
は
法
第
二
十
九
条
第
一
項
の
承
認
を
行
う
に

つ
い
て
必
要
な
試
験
の
項
目
と
し
て
内
閣
総
理
大
臣
が
定
め
る
項
目
の
実
費
を
勘
案
し
て
内
閣
総
理
大
臣
が
定
め
る

額
」
に
改
め
る
。

附

則

（
施
行
期
日
）

１

こ
の
政
令
は
、
平
成
二
十
五
年
十
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

２

こ
の
政
令
の
施
行
の
日
前
に
申
請
さ
れ
た
健
康
増
進
法
第
二
十
六
条
第
一
項
の
許
可
又
は
同
法
第
二
十
九
条
第
一

項
の
承
認
を
行
う
に
つ
い
て
必
要
な
試
験
の
手
数
料
の
額
に
つ
い
て
は
、
こ
の
政
令
に
よ
る
改
正
後
の
第
三
条
第
二

号
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

内
閣
総
理
大
臣

安
倍

晋
三

所
得
に
対
す
る
租
税
に
関
す
る
二
重
課
税
の
回
避
及
び
脱
税
の
防
止
の
た
め
の
日
本
国
と
ポ
ル
ト
ガ
ル
共
和
国
と
の

間
の
条
約
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

御

名

御

璽

平
成
二
十
五
年
七
月
三
日

内
閣
総
理
大
臣

安
倍

晋
三

条
約
第
三
号

所
得
に
対
す
る
租
税
に
関
す
る
二
重
課
税
の
回
避
及
び
脱
税
の
防
止
の
た
め
の
日
本
国
と
ポ
ル
ト
ガ
ル
共
和
国

と
の
間
の
条
約

日
本
国
及
び
ポ
ル
ト
ガ
ル
共
和
国
は
、

所
得
に
対
す
る
租
税
に
関
し
、
二
重
課
税
を
回
避
し
、
及
び
脱
税
を
防
止
す
る
た
め
の
条
約
を
締
結
す
る
こ
と
を
希

望
し
て
、

次
の
と
お
り
協
定
し
た
。

第
一
条

対
象
と
な
る
者

こ
の
条
約
は
、
一
方
又
は
双
方
の
締
約
国
の
居
住
者
で
あ
る
者
に
適
用
す
る
。

第
二
条

対
象
と
な
る
租
税

１

こ
の
条
約
は
、
一
方
の
締
約
国
又
は
一
方
の
締
約
国
の
地
方
政
府
、
自
治
州
若
し
く
は
地
方
公
共
団
体
の
た
め
に

課
さ
れ
る
所
得
に
対
す
る
租
税
（
課
税
方
法
の
い
か
ん
を
問
わ
な
い
。）に
つ
い
て
適
用
す
る
。

２

総
所
得
又
は
所
得
の
要
素
に
対
す
る
全
て
の
租
税
（
財
産
の
譲
渡
か
ら
生
ず
る
収
益
に
対
す
る
租
税
、
企
業
が
支

払
う
賃
金
又
は
給
料
の
総
額
に
対
す
る
租
税
及
び
資
産
の
価
値
の
上
昇
に
対
す
る
租
税
を
含
む
。）は
、
所
得
に
対
す

る
租
税
と
さ
れ
る
。
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